中小企業信用保険法第２条第５項第５号の認定について【要領】
【対象中小企業者】
業況の悪化している業種に属する中小企業者

【認定要件】
次のいずれかに該当すること。
（イ） 申請者が、中小企業信用保険法（以下「法」という。）第２条第５項第５号の規定による経済産業大臣の指定を受けた業種に属する事業を行う中小企業者であって、最近３か月間の売上高又は販売数量（建設業にあっては、完成工事高又は受注残高。以下「売上高等」という。）が前年同期の売上高等に比して５％以上減少していること。
（ロ） 申請者が、法第２条第５項第５号の規定による経済産業大臣の指定を受けた業種に属する事業を行う中小企業者であって、原油価格の上昇により、製品の製造若しくは加工又は役務の提供（以下「製品等」という。）に係る売上原価のうち20％以上を占める原油又は石油製品（以下「原油等」という。）の仕入価格が20％以上上昇しているにもかかわらず、物の販売又は役務の提供の価格（加工賃を含む。）の引上げが著しく困難であるため、最近３か月間の売上高に占める原油等の仕入価格の割合が、前年同期の売上高に占める原油等の仕入れ価格の割合を上回っていること。
※行っている事業と指定業種の関係により申請用紙が異なります。詳細は【使用する申請用紙について】の項目をご参照ください。
【使用する申請用紙について】
①１つの指定業種に属する事業のみを行っているか、行っている複数の事業全てが指定業種に属する場合･･･（イ）－①、（ロ）－①
②主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が属する業種が指定業種で、指定業種以外でも売上がある場合･･･（イ）－②、（ロ）－②
 ※主たる業種及び企業全体の売上高等の減少率等の双方が認定基準を満たしている必要があります。

③指定業種に属する事業の売上高等の減少等が会社全体の売上高等に相当程度の影響を与えていることによって、会社全体の売上高等の減少等が認定基準を満たす場合･･･（イ）－③、（ロ）－③
※指定業種及び企業全体の売上高等の減少率等の双方が認定基準を満たしている必要があります。

【認定に必要なもの】（書類は確認後全て返却いたします。）
１　申請書　２枚
（申請者用と市控用　コピー可。ただし、印鑑はそれぞれに押してください。）
２　実印（代表者印）

３　許認可書の写し
４　最近３か月及び前年同期の試算表等（各月の売上高等が確認できるもの）又は最近１か月の売上高の実績及びその後２か月の実績見込みが確認できる書類
　　※申請書に記入した数値の根拠となる書類の提出が必要です。
５　登記簿謄本（法人の場合）
６　確定申告書の写し
７　直近の決算書の写し
８　代理人が提出のときは委任状（返却しません。）
　
【問合せ・連絡先】
福生市役所　生活環境部 シティセールス推進課 産業活性化グループ
電話042-551-1699(直通)
